



経済研究所 / Institute of Developing
























Although Egypt’s social security system became obsolete in the 1990s, it was the Sisi 
administration that launched the major reform. The social security system was restructured 
along with the implementation of the bold macro-economic reform. As a result, the new 
social security plan can cover a much bigger population than what the old system could, 
despite a chronic fiscal deficit. The purpose of this paper is to examine the state of the 
social security reform in Egypt since 2014 and discuss its sustainability. The paper reviews 
the developments of the new cash transfer programs as well as the rebuilding of the social 
insurance system. While the new social security scheme is well-designed and is highly 
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現在の年金保険は、主に 4 つの法律から成り立っている（表 1）1。雇用形態によって
適用される法律が異なり、保険料、保障内容、年金額などを個別に定めている。そのな
かで、1975 年に制定された公務員、公共企業労働者、民間企業労働者を対象とする Law 
No.79 of 1975が最も大規模かつ基本的な枠組みとなっている。その後、1976年に雇用主
と自営業者を対象とする Law No.108 of 1976、1978年に海外で働くエジプト人労働者のた
めの Law No.50 of 1978、1980 年に不定期労働を含むその他労働者を対象とする Law 
No.112 of 1980が制定された。 
 
表 1 年金保険の枠組み 
根拠法 対象者 加入 適用範囲 
Law 79 of 1975 公務員、公共企業労働者、民間企業労働者 強制 老齢、障害、死亡、
災害、出産 
Law 108 of 1976 雇用主、自営業者 強制 老齢、障害、死亡 
Law 50 of 1978 外国への出稼ぎ労働者 任意 老齢、障害、死亡 




（Sieverding and Selwaness［2012:13］）2。しかしながら、1990 年代以降になると、労働
人口の増加が続く一方で、公的部門での新規雇用が縮小したため、年金保険の加入率は
低下した。民間企業労働者の加入率は約 60％に留まったためである（Loewe［2004:7-










                                                        
1 それ以外に Law No.90 of 1975 で規定される軍を対象とする年金保険があるが、社会保険庁








表 2 社会保険に加入している労働者の割合（2006年） 
年齢層 男性 女性 都市部 農村部 合計 
20-29 20.0 25.9 33.6 19.7 22.0 
30-39 47.2 45.2 59.9 36.2 46.7 
40-49 61.5 53.5 73.5 46.5 59.2 
50-59 62.5 44.6 77.3 40.8 58.2 
合計 40.6 38.7 56.2 28.4 40.2 











のは、2000年代末時点で人口の 51％だった（Rafeh et al.［2011:74］）。未加入なのは、









医療保険の加入者数が大きく増加したのは、1992年に制定された Law No.99 of 1992に
よって、幼稚園から中等教育までの生徒が加入対象となったときだった 。さらに、1997











表 3 公的医療保険の枠組み（2005年） 
根拠法 対象者 加入者数 保険料 雇用主の負担 自己負担 
Law 32 of 1975 公務員 374万人 賃金の 0.5％ 賃金の 1.5％ LE0.05~1、
薬 50％ 
Law 79 of 1975 
公共企業労働者、







Law 99 of 1992 中等教育までの 
生徒 1689万人 年 LE4 政府が LE12 薬 33％ 
Decree 380 of 
1997(*) 就学前幼児 914万人 年 LE5 なし 
LE0.5、 
薬 33％ 
(*) 2012年に Law 86 of 2012 に引き継がれ、保険料は年 LE8となった。 
（出所）Maeda and El Saharty［2008:313］ 
 
医療保険未加入者に対しては、公立病院・診療所での低額（または無料）での診療と、














帯では医療費支出が世帯所得の 13.5％だったのに対し、所得下位 20％世帯では同 21％
だった（Rafeh et al.［2011:43］）。 
 
 
                                                        
3 民間部門の労働者に限ると、2000 年代半ば時点での公的医療保険への加入割合は 5％以下








表 4 医療支出の内訳（2004年） 
支出主体 支出額 
（100万 LE） (%) 
政府予算 7,927 29.5 
公的医療保険の保険料 2,020 7.5 
個人（世帯） 16,703 62.2 
民間保険 169 0.6 
その他 54 0.2 
合計 26,873 100.0 




なっていた。このうち、食糧補助は供給省（Ministry of Supply and Internal Trade）、社会
















制限に購入できるパン（エイシュ・バラディ）で、1 枚 0.05 エジプト・ポンド（以下：
                                                        
5 近年では、物価上昇への対策として、2004 年に米、茶、豆類、パスタ、バターへの補助が
再導入され、また 2008年に割当カードの新規発行が約 20年ぶりに実施された。 
エジプトの社会保障改革 





























は 2000 年時点で 16.7％（約 1170 万人）と推計されているが、生活保護給付を受けてい
たのは 23 万世帯（平均世帯人数 5.82 人で換算すると 134 万人）と、貧困層の一部のみ







8 1999/2000 年の世帯調査を基に推計された値で、1 人あたり平均の下位貧困線は、価格水準
の違いによって、最も価格水準の低い上エジプト農村部で 953LE、最も高い都市圏で
1097LE と推計された。また、El-Ehwany and El-Laithy［2001:45］では、同年の下位貧困線
を農村部と都市部でそれぞれ 955LE、1297LEと推計している。 
9 2012/2013 年度の下位貧困ラインは、月 326LE であり、単身世帯においても受給額はいまだ
貧困ライン以下の水準にあった（Daily News Egypt, 2016年 7月 27日）。 
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人口は 1980年の 4400万人から 2000年には 7000万人と約 6割増加した。また、失業率が







































新年金法（Law No.135 of 2010）が成立した。同法は、従来の制度の欠陥を是正するとと
もに、効果的で持続可能な年金保険の仕組みを構築しようとするものだった（Helmy
［2008］、 Sabreen and Maait［2011］）。 
Law No.135 of 2010における主な変更点は、加入対象の拡大、負担率の見直し、給付水
準の引き上げだった。また、失業手当の創設などセーフティネットの充実も図られた。
新制度は 2012年 1月に導入される予定だったが、ムバーラク政権崩壊の混乱によって見
送られ、その後 2013 年 8 月にマンスール暫定大統領（当時）によって破棄された（Ido


















                                                        
11 大統領令 No.79 of 2013によって破棄された。その理由として、Law No.135 of 2010は社会的
なコンセンサスを欠いていることが挙げられた。 
12 ムバーラク政権下で作成された改革案の内容については ILO［2009］を参照。 
13 Law No.2 of 2018の細則は、首相令 No.909 of 2018として 2018年 5月に公布された。 
14主な税源として、タバコ税、各種証明書発行手数料、自動車税の一部などが充てられるこ
とになっている。 
15 第 1 段階（2018～2020 年）として南シナイ県、北シナイ県、イスマイリア県、ポート・サ
イード県、スエズ県の 5県に新制度が適用され、その後 2年ごとに 4～5県ずつ移行し、最
終の第 6 段階（2031～2032 年）でカイロ県に適用されて完了する計画となっている。法成
立時の計画では 2018年 7月から第 1段階が始まることになっていたが、開始が遅れ、2019




































学児は年 4 回以上検診を受けることが受給条件とされている 21。プログラム開始当初の
                                                        
17 当初一人あたり月 15LEだったが、物価上昇に合わせて幾度か増額され、現在は一人あたり
月 50LEとなっている。 





















国に広がり、2018 年初めまでに受給世帯数は 196 万世帯を超えた（World Bank
［2018b］）。 
 
表 5 タカーフルの支給額（月額，LE） 
  導入当初 2017年 7月改定 





小学校に通う子供 60 80 
中学校に通う子供 80 100 
高等学校に通う子供 100 140 




包摂プログラムで、対象者には「無条件」で月 350LE（2017年 7月以降は 450LE）が給
付される 22。2018 年半ば時点において、カラーマ受給者のいる世帯は 30 万世帯を超え
た。その内訳は、高齢者 5万世帯（カラーマ受給世帯の 17％）、障害・疾患者 25万世帯








                                                        
22 孤児への支援は 2017年から開始され、支給額は同年 7月以降も 350LEとなっている。 
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タカーフルとカラーマの導入から 2 年余りとなる 2017 年半ばから翌 2018年前半にか
け、国際食糧政策研究所（ IFPRI）が両プログラムのインパクト評価を実施した
（Breisinger et al.［2018］、ElDidi et al.［2018］ ）。数量分析とインタビュー調査による
評価が行われ、タカーフルの効果が示された 24。 
Breisinger et al.［2018:30］では、タカーフル受給世帯の消費水準が 7.3～8.4％上昇した






た。また、国内貧困ラインを基準にすると、同 8％軽減した（Breisinger et al.［2018:30-
33］）。もしタカーフル受給世帯のすべての消費水準が 7.3％上昇したと仮定すると、タ
カーフルによって国内貧困ラインでの貧困率は約 0.4％ポイントの減少となる。これは約





                                                        
23 エジプト政府は、現金給付プログラムを 2022年までに 300万世帯まで拡大することを目標
としている。 
24 カラーマの評価については、相対的に受給世帯が少なく、また評価期間中に受給基準が変
更になったことで、効果を推定できなかった（Breisinger et al.［2018:xvii］）。 
25 推定モデルによって数値は異なる。操作変数法を用いた推計では 7.3％、回帰不連続デザイ
















































































                                                        
27 大変満足との回答が 68％、ある程度満足との回答が 21％だった（Breisinger et al.［2018:6-7、 
39-40］）。 
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